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　本稿の目的は，様々なクロスカントリ

割を強調している最近の実証研究を展望

研究において，人的資本は様々な生産活

義されている。そのなかで学校教育は，

えられる。そこで，まず初めに本稿は，

あげ，その経済成長における影響を検

１）初期時点および期間平均の中等教育

　な正の影響を持つ。

　しかしながら，学校就学率は，現存し

に，人的資本の代理変数としては適切で

済成長に関する最近のいくつかの理論的

外部性の役割を指摘している。そこで，

された「様々な段階における学校教育の

段階の教育水準を受けた労働者が，平均

ある。主要な結果は，以下の通りである。

２）初期時点における学校教育平均年数

　成長に正の効果をもたらす。

　ここで，学校教育の平均年数は学校教

トリーにおける経済成長の実証分析にお

なったものの，この変数は学校教育の「

に注意する必要がある。そこで，次に，人

人的資本の質を示す変数として，「政府教

に関する国際テストの点数」を取り上げる。

３）上記３つの変数とも，経済成長に有

　の政府支出はプラスの効果であるもの

　また生徒―教師比率と経済成長はマイ
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大学），櫻川昌哉助教授（名古屋市立大学）から，有益なコメ

もちろん，言うまでもなく本稿に残された誤りは，全て筆者

）

ーデータを用いて経済成長における人的資本の役

することである。最近の経済成長に関する多くの

動における労働者の蓄積される技能能力として定

生産能力を蓄積する一つの重要な要素であると考

学校教育の代理変数として「学校就学率」をとり

討する。主要な結果は，以下の通りである。

の就学率は，一人当たり経済成長に統計的に有意

ている労働者の技量を正確に反映していないため

はないことに留意しなくてはならない。特に，経

研究では，人的資本の世代聞及び世代内における

次に，その後Ｂarro-Ｌeeの一連の研究により作成

平均年数」のデータを取り上げる。この変数は各

としてどれくらい勉強しているのかを示すもので

(特に男性の中等教育)は以降の一人当たり経済

育の「量」を示すものであり，多くのクロスカン

いて人的資本の代理変数として用いられるように

質」に関する情報を持っているものではないこと

的資本の質の経済成長における役割を検討する。

育支出」，「生徒－教師比率」および「科学と数学

主要な結果は，以下の通りである。

意な影響を与える。すなわち，初等・中等教育へ

の，高等教育への支出はマイナスの効果を持つ。

ナスの関係にあり，国際テストの点数と経済成長

要　　約
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はプラスの関係にある。

　最後に本稿では，人的資本の蓄積を通じて経済成長に影響を与える幾つかの経済的要因

も検討する。経済的要因として，特に，「貿易の開放度」，「所得分配」，「人口成長」の３つ

を取り上げる。主要な結果は，

４）上記３つの要素とも，経済成長に有意な影響を与える。すなわち，貿易を開放にする

　こと，平等な所得分配，労働者人口の増加は，人的資本の蓄積を促進し，高い経済成長

　をもたらす。

Ⅰ．はじめに

　最近の経済成長論における重要な問題意識の

一つとして挙げられることは，「各国における

経済成長の違いはなぜ生じるのか」ということ

である。この問題意識のもとに，これまで数多

くの研究が，理論実証の両面より行われてき

た。特に実証分析においては，経済成長の各国

の違いという観点より，多くのクロスカント

リーのデータを用いた回帰分析が行われている。

そして，この問題を解く重要な要因の一つとし

て注目されているのが，人的資本である。

　本稿の目的は，このように理論実証の両面

から研究が行われている近年の内生的成長理論

において，特に経済成長における人的資本の役

割を重視した研究を，主にクロスカントリーの

データを用いた実証分析の側面から展望するこ

とである。また同時に，人的資本と経済成長に

関する研究において残された課題のいくつかを

検討していくことにする。

　人的資本が経済成長に影響を与えるメカニズ

ムは，まず人的資本への投資に焦点をあてた研

究をあげることができる。これは，新古典派成

長理論において物的資本への投資が（一時的な）

経済成長に影響を与える考え方を，人的資本へ

拡張したものと捉えられる。例えば，Ｍankiw，

Ｒomer and Ｗeil（9921）は，従来の新古典派成

長理論の生産関数に，生産要素として人的資本

を導入した。この研究では，人的資本への投資

が物的資本の投資と同じように，経済を成長さ

せる要因であることが示され，実証分析もそれ

を支持する結果が得られている。1)

　一方，内生的成長理論で重視されている外部

性を人的資本に適用し，それが経済成長に重要

な影響を与えることを指摘する研究がある。2)こ

こで人的資本の外部性とは，経済主体が保有す

る知識や生産能力は，社会活動を営む上で，他

の経済主体にほとんどコストがかからず，また

競合することなく伝播していくことを意味する

ものである。

　例えば，生産活動をともに行っている経済主

体間における人的資本の外部性を考えてみよう。

周囲に人的資本を多く保有している労働者がい

ると，自分はその人々から多くのことを学び，

また自ら生産知識を得ようとする学習のインセ

ンティブも増すであろう。このように，この外

部性で特に強調されることは，人的資本を生産

要素とする生産関数は，規模に関して収穫が逓

減しない可能性が生じることである。つまり，

人的資本を多く保有する人は，ますます人的資

本を蓄積しようとすることになる可能性がある。

したがって，このような場合には，持続的な人

１）　ただし，この場合の成長は定常状態へ移行する過程における一時的なものであり，定常状態における成

　長率ではない。

２）　例えば，Ｌucas（1988），Ａzariadis and Ｄrazen（1990）。
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的資本への投資が実現し，持続的な経済成長が

可能となる。

　もう一つの例として，人的資本が親世代から

子供の世代に受け継がれる意味での外部性を考

えてみよう。3)この外部性で特に強調されること

は，ある世代の個人にとって初期保有量と考え

られる親世代の人的資本は，将来世代の経済成

長に重要な役割を果たすことである。例えば，

親世代の人的資本以外，潜在的に全く同じ個人

を想定してみよう。理論モデルでは，受け継ぐ

人的資本水準が高い個人ほど，より自ら人的資

本へ投資する機会，インセンティブが高まる結

論が導き出される。すると，親世代が豊かな経

済は，人的資本の蓄積が促進し，ますます豊か

になる一方で，まずしい経済はほとんどその蓄

積がなされないという結論が得られることにな

る。

　さらに最近では，様々な経済的要因が，人的

資本の蓄積に影響を与えることを通じて，経済

成長にどのような影響を与えるかを分析する研

究が行われている。例えば，Ｒivera-Ｂatiz and

Ｒomer (1991)，Ｇrossman and Ｈelpman (1991)

等は，貿易の経済成長における役割を指摘する。

すなわち貿易は，新しい製品を使うことや他の

地域の人々との交流につながり，より多くの新

しい技術・知識などを学ぶことから人的資本を

増加させる効果を通じて，経済成長にプラスの

影響をもたらす可能性を持つということである。

この他にも，人的資本の蓄積のルートを通じ

て，所得分配や人口成長の経済成長における役

割を指摘する研究もある。本稿では，人的資本

の蓄積を媒介として経済成長に影響を与える経

済要因についても触れていくことにする。

　本稿は，以下のように構成されている。まず

Ⅱ節では，人的資本への投資と経済成長の関係

を検証した実証研究を見ていく。ここで人的資

本への投資として，特に「学校教育の就学率」

の経済成長に与える影響を見ていく。Ⅲ節で

は，人的資本水準と経済成長の関係を検証した

実証研究を見ていく。ここでは人的資本の水準

として，「識字率」や「学校教育の平均年数」の

経済成長に与える影響が議論される。そして，

教育年数など量的に捉えられた人的資本水準の

経済成長における役割が議論されるとともに，

人的資本が量的に捉えられるゆえに，実証分析

における問題・課題が議論される。Ⅳ節では，

Ⅲ節における課題を受げて，人的資本の質的側

面が経済成長に与える影響が議論される。人的

資本の質を表す変数として，本稿では「政府教

育支出」，「学生－教師比率」および「国際比較

可能なテストスコア」を取り上げ，各変数と経

済成長の関係が検討される。Ⅴ節では，人的資

本の蓄積を媒介として経済成長に影響を与える

経済要因が議論される。要因として，本稿では

「貿易」，「所得分配」および「人口成長」に焦

点をあてて，各要因と経済成長の関係を議論し

ていく。最後に，Ⅵ節では，本稿のまとめと今

後の課題を述べることにする。

　この節の主な目的は，人的投資と経済成長に

関する実証研究の展望を行うことである。とこ

ろで，実証研究において問題となるのは，人的

投資および人的資本を表す指標として，どの変

数を用いるのかということである。

　この点に関して，内生的成長のモデル分析を

振り返ると，人的資本を主に「労働者が蓄積可

能な生産活動における能力や知識など」と捉え

た上で，議論されることが多い。しかしなが

ら，このような労働者が蓄積する，または蓄積

３）　例えば，Ｇalor　and　Ｚeira（1993），Ｇalor　and　Ｚang（1997）。

Ⅱ．人的投資と経済成長：学校就学率の効果
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した能力や知識などは直接，観察できるもので

はないことに留意しなければならない。例え

ば，それは学校教育によって身につけられる生

産能力（Schooling）であったり，生産活動を行

いながら身につけていく生産知識（Ｌearning-

by-Doing）であったり，職場の中で身につけ

る技術（Ｏn-the-Ｊob-Ｔraining）など，多くの事

象が考えられよう。

　このような問題において，この分野における

初期の研究は，主に人的投資や人的資本の代理

変数として，初等学校や中等学校の就学率を用

いていた。これらのデータは比較的古くから多

くの国々を対象として整備されており，例えば

ＵＮＥＳＣＯなどの資料から利用可能であった

ことが，大きな理由としてあげられる。そこで

まず，人的投資と経済成長の関係を分析した初

期の代表的な研究であるＭankiw，Ｒomer and

Weil（1992）を取り上げ，人的投資と経済成長

の関係を展望していくことにしよう。

Ⅱ－１　Ｍankiw，Ｒomer and Ｗeil(1992)の研

　　　　究

　Ｍankiw，Ｒomer and Weil（1992）（以下では

ＭＲＷとする）は，新古典派成長理論の代表的

モデルであるＳolow（1956）に人的資本を導入

し，定常状態において一人あたり生産量が人的

資本への投資率や物的資本への投資率とプラス

の関係に，また外生的に与えられる人口成長

率，技術進歩率，資本減耗率とそれぞれマイナ

スの関係にあることを示した。

　さらに，一人当たり生産の成長率と上記の各

変数との関係については，少なくとも定常状態

へ移行している期間においては，定常状態にお

ける生産量との関係と同じ結果が得られること

を示した。すなわち，人的資本への投資率や物

的資本への投資率はプラスの影響を，また外生

的に与えられる人口成長率，技術進歩率，資本

減耗率はそれぞれマイナスの影響を，一人当た

り生産の成長率に与えるということである。そ

こで，以下ではモデルの直感的な説明を行い，

彼らのモデルにおける人的資本の経済成長にお

ける役割を見ていくことにしよう。

Ⅱ－１－１　ＭＲＷのモデル

　まず，一人当たりの生産関数が以下のようで

あるとしよう。

ただし，yは一人当たり生産量，Ａは技術水

準，ｋは一人当たり資本ストック量，f(・)は

のとする。このような場合，Ｓolow（1956）の成

長モデルでは，一人当たりの資本ストックは以

下のように推移していくことが知られている。

ただし，skは生産量のなかで資本蓄積にあてら

れる割合，ｎ，ｇ，δはそれぞれ外生的に与え

られる人口成長率，技術水準Ａの成長率，資本

減耗率である。この式から導かれるｋの推移を

図示したものが，図１である。この図は，定常

状態におけるｋ＊以下の経済ほどｋは早く成長

することを示している。またこのことから「初

期時点におけるｙが小さい経済ほどｙの成長率

は高い」という経済成長の収束が導かれる。

　ＭＲＷは，このＳolowモデルに人的資本を組

み込んだ。彼らは，技術水準Ａの一部は人的資

本で表すことができ，学校教育による人的資本

の蓄積（これをｓhとする）は，技術水準Ａを上

昇させるものと考えた。この関係をＡ＝Ａ

(sｈ)，Ａ´＞０で表すことにしよう。これは図１

において，shの増加がsｋＡf(ｋ)線を上方にシフ

トさせ，高いshはより高い技術水準をもたらす

ことを意味している。

　ここで，sh以外は全く同じ経済であるＡ国と

Ｂ国を考えてみよう。そしてＡ国の人的資本へ

の投資をSh
Ａ，Ｂ国のそれをSh

Ｂとし，sh
Ａ＞sh

Ｂで

あるとしよう。このとき図２が示すことは，た

とえ初期時点における一人当たりの資本ストッ

ク水準が両国ともに同じｋ０であったとしても，

定常状態に移行している期間において（ｋ＜

ｋ＊），Ａ国の一人当たり資本ストックの成長

（ｇＡ）とＢ国の成長（ｇＢ）は異なるということ

である。ここで，一人当たりＧＤＰ成長率(γ)
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図２

図１
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表１　Ｍankiw，Ｒomer and Ｗeil（1992）における人的資本への投資と経済成長の関係

と一人当たり資本ストックの成長率は等しくな

ることが知られている。4)このことを用いて，図

３は，人的資本への投資と一人当たりＧＤＰ成

長率がプラスの関係になることを示したもので

ある。

　以上の結果が意味することは，「より多く人

的資本への投資を行っている経済であるほど，

少なくとも定常状態へ移行している期間におけ

る経済成長率は高くなる」ということである。

このことが実証的に支持されるか否かを，彼ら

は他の事情をコントロールした上で，人的資本

への投資である学校教育への就学率と一人当た

りＧＤＰ成長率の関係を検証する実証分析を

行った。以下で，それを展望していくことにし

よう。

Ⅱ－１－２　ＭＲＷの実証結果

　彼らは，先に示したモデルにおける人的投資

に対し，その計測上の困難さを認めた上で，以

下のような代理変数を用いた。

人的投資＝中等教育（中学，高校）の進学率

×労働年齢人口における15歳から19歳の比率

つまり，人的投資（彼らの論文ではＳＣＨＯＯＬと

呼ばれている）を「働くことができる労働者の

なかで，実際に中等教育を受けている人々の比

率」で捉えたのである。彼らは，1 9 6 0年から

19 8 5年の労働者一人当たりのＧＤＰ成長率と

1960年から1985年の上記ＳＣＨＯＯＬの平均値と

の関係を，経済成長に影響を与えるであろう人

的資本の投資以外のいくつかの要因をコント

ロールした上でクロスカントリーデータを用い

て検討した。

　人的投資と経済成長に関する主要な推計の結

果は表１に記されている。表１の各式におい

て，ln（ＳＣＨＯＯＬ）の係数は全てプラスであ

り，図3で示したように，彼らのモデルより得

られる結果と整合的である。またその関係は，

１－３式を除けば，有意であるといえよう。１

４）　このことの詳細については，例えば Ｒomer（1996）の１章を参照のこと。
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－3式については，サンプル国がＯＥＣＤ諸国

の場合，ほとんどのＯＥＣＤ諸国の中等教育

(中学，高校)の進学率は高い水準であるた

め，ＳＣＨＯＯＬ変数自体が各国ごとであまり差

が見られないことに起因していると考えられる。

これらの結果より，学校就学率は，先進国と途

上国の経済成長の違いは説明できるものの，先

進国間における成長の違いを説明するには不十

分であるといえよう。

就学率と経済成長にプラスの関係があることが

示されており，先に見てきたＭＲＷと同様の結

果が得られている。

　しかしながら，Ｂenhabib and Ｓpiegel（1994）

は，上記の実証研究と異なる人的投資の代理変

数を用いて，人的投資と経済成長は有意にプラ

スの関係にないばかりか，マイナスの関係にあ

ることを指摘している。彼らが人的投資の変数

に用いたのは，文字通り人的資本の成長率であ

り，具体的には，1965年から85年の人的投資を

ＤＨとすると，Ⅱ－２　人的投資と経済成長に関するその他の

　　　　実証研究

　表２は，ＭＲＷの研究以外で，学校教育の就

学率と経済成長の関係を分析した代表的な実証

研究の推計結果をまとめたものである。5）Ｂarro

（1991），Ｌevine and Ｒenelt（1992）の研究で

は，経済成長に影響を与える他の変数をコント

ロールした上で，初期時点における学校教育の

とした。ただし，Ｈは人的資本の水準を表す変

数である。彼らは，Ｈに1)Ｋyriacou（1991）が

作成したデータ，2)Ｂarro and Ｌee（1993）によ

って作成されたデータおよび3)識字率の３つの

データセットを使い，成長会計の枠組みに基づ

いて，人的投資と経済成長の関係を推計した。6)

表２　人的投資と経済成長：その他の研究

５）　本稿における実証研究の結果を示す以下の各表は，各節において対象となる変数の推定結果のみを報告

　している。これらの回帰式は，一般に説明変数としてその他の変数も含むものであるので，表で示されて

　いる関係は，経済成長に与えるその他の要因の影響を取り除いた，パーシャルな関係を示すものである。

　詳細については，各研究を参照されたい。また，表における各行は一つの回帰式を示している (例えば，

　Ｂarro（1991）の推計ではＳＥＣ６０とＰＲＩＭ６０を同じ回帰式で推計していることになる）。
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　推計結果は表２に示しているように，どの

データセットを用いても，両変数の関係は有意

にプラスではないばかりか，マイナスとなって

いる。これは，人的投資は経済成長を促進させ

るものでばないということを意味している。一

般に，学校教育への就学は人的資本の成長をも

たらすものとすると，この推計結果は，ＭＲＷ

（1992），Ｂarro（1991），Ｌevine and Ｒenelt

（1992）と矛盾することになるが，彼らはこの

結果より，経済成長にとって重要な役割を担う

のは，人的投資ではなく人的資本の水準である

という理論的仮説を提示し，その仮説をサポー

トする実証結果を得ている。

　以下で見るように，もともと最近の内生的成

長理論では，人的資本のレベルが経済成長に持

続的な影響を与えることが強調されてきた。実

はＢarro（1991）やＬevine and Ｒenelt（1992）

の研究も，これらの理論の検証を試みたもので

あった。7)その後，人的資本水準のデータが整

備され，広範囲の国で利用可能となったため，

実証分析の対象は，「学校教育の就学率と経済

成長の関係」から「人的資本(の水準)と経済

成長の関係」に移行していった。

　そこで次に，これまで行われてきた人的資本

と経済成長の関係を分析しているモデルおよび

実証研究を展望していくことにしよう。

Ⅲ．人的資本と経済成長：識字率，学校教育年数の効果

　人的資本と経済成長の実証研究を検討する前

に，まず両者の関係を分析している理論モデル

を展望していこう。これまで人的資本が経済成

長に影響を与える分析は，多くの研究者によっ

て行われているが，本稿では便宜上２つに分け

て見ていくことにする。一つは，Ａzariadis and

Ｄrazen（1990）等に代表される「人的資本のレ

ベルが，それへの投資に影響を与え，経済成長

の相違をもたらす」という考え方であり，これ

は貧困の罠（poverty trap）として知られてい

る。もう一つはＲomer（1990a）等に代表され

る「人的資本のレベルが高い経済では，それ

を生産要素とするＲ＆Ｄ活動を促進させ，よ

り多くの技術進歩をもたらす」という考え方で

あり，これは内生的技術進歩( e n d o g e n o u s

technological change）として知られている。

Ⅲ－１　人的資本と経済成長の理論モデル

　Ⅲ－1－１　人的資本と貧困の罠（Ａzariadis

　　　　　　　and Ｄrazen（1990)）

　先述したＭＲＷのモデルでは，人的資本への

投資が技術進歩をもたらし，各国における経済

成長の相違を説明できることが示された。しか

しながら，彼らは人的資本への投資を外生変数

として取り扱っていた。したがって，なぜ各国

によって人的資本への投資が異なるのかという

ことは分析の対象となってはいない。8)

　このような問題において，Ａzariadis and

Ｄrazen（1990）は人的資本レベルそのものが人

６）　具体的に彼らは，総生産関数を と仮定した上で， ＤＹ＝ＤＡ＋αＤＫ＋βＤＬ＋γ

　　ＤＨ＋Ｄεを推計している。ただし，Ｙ，Ａ，Ｋ，Ｌ，Ｈ，εはそれぞれ，総生産量，技術水準，物的資

　　本，労働力，人的資本，誤差項であり，ＤＸ＝logＸT－logＸoを示す。

　７）　これらの実証研究が行われた1980年代後半から90年初頭の段階では，人的資本のデータが整備されてい

　　なかったため，当時利用可能であった学校教育の就学率が，人的資本の代理変数として多くの研究で用い

　　られた。

　８）　この件についてＭankiw，Ｒomer and Ｗeil（1992）は，租税制度，教育制度，子供への嗜好，政治的安

　　定性などが，彼らの分析で外生として扱われていた経済変数に影響を与える可能性を，Ｃonclusion(p433)

　　で述べている。
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的投資に影響を与えるモデルを提示し，人的資

本が低い経済では人的投資が全く行われないた

めに経済は成長せず，低開発の罠（underdeve-

lopmen-trap）に陥ることを示した。以下では，

彼らのモデルの要点を見ていくことにしよう。9）

　Ａzariadis and Ｄrazen（1990）の特徴は，人的

資本のもつ外部性に焦点をあてたことである。

彼らは，個人の人的資本は自分が行う教育や訓

練の他に，周囲の人々の人的資本にも影響され

るという点に着目した。例えば，私たちは学校

や職場，家庭など日々の生活において，常に周

囲の人々と接していることで，様々なことを教

え合い，また学び合っている。これらは，例え

ば親から子供に伝播していく世代間の外部性

や，同じ世代の周囲の人々から伝わる世代内の

外部性が考えられよう。彼らは，以上の点を考

慮して，次のように人的資本は蓄積されていく

とした。

ただし， i
th はｔ期における個人ｉの人的資本水

準， i
te ∈[0，1]はｔ期における個人ｉの行う人的

投資に費やす時間（学習時間），φは増加で凹

関数である。また，Ａｔは経済全体の人的資本の

平均値ht に次のような形で依存する。

　　Ａｔ＝Ａ（ｈｈ）＝Ａｏ＞０　　もしｈ＜ h~

　　　　　　　　　＝Ａ１＞Ａ０　もしｈ h~≥
つまり h~を境界値として，経済全体の人的資本の
平均値が個人の人的資本の蓄積に影響を与え

ることになる。彼らはこれを，th r e s h o l d

externalityと呼んだ。

　以上のような人的資本の蓄積の技術のもと，

２期間生存する個人ｉの生涯所得は以下のよう

に示される。

ただしＲは外生的に与えられる利子率，ｗは効

率単位労働当たりの賃金である。10）ここで個人

ｉは，若年期に与えられる個人ｉの人的資本
i
th および経済全体の人的資本の平均値ht，を所与

として，生涯所得を i
ty が最大となるように学習

時間(ｅｉ

ｔ)を決定すると考えられている。
11）この

問題に関する一階条件より，

が得られる。上式左辺は，追加的に学習する事

による生涯所得の減少分を示し，右辺は生涯所

得の増加分を示している。φが増加で凹関数で

あったことより，この条件式が意味すること

は，学習時間はＡの大きい経済ほど大きくなる

ということである。

　ところで，この経済モデルにおけるＡは h~ を
境界として，Ａ0，Ａ１という２つの値をとった。

したがってＡ0の時の最適な学習時間を，θ０，

Ａ1の時の最適な学習時間をｅ
ｉ

ｔとすると，ｅO＜

ｅ1が成立する。つまり，より経済全体の人的資

本が高い経済ほど（ h~ を境界として），その経
済に属する個人は，より多くの学習時間を費や

し，次の期の自分自身の人的資本を高めること

になるのである。そしてそれは自分自身の人的

資本を高めるだけでなく，世代間の外部性を通

じて将来世代に影響を与えることになるのであ

る。

　以上の議論より，人的資本の成長率は，

となる。ただし，ｈ０は初期時点の人的資本の値

である。したがって，この経済モデルにおける

人的資本の成長は初期時点における社会全体の

人的資本の平均値に依拠することになる。

考えてみよう。この場合，図４－１が示すよう

９）　Ａzariadis（1996）は，貧困の罠に関する有益なサーベイを行っている。

10）Ａzariadis and Ｄrazen（1990）では，利子率が内生的に決定されるケースを扱っているが，以下の議論の

　本質に差異はない。なお本稿は，小国で開放経済を仮定しているため要素価格が外生で一定となる

　Ａzariadis（1996）に従っている。

11）若年期に与えられる個人ｉの人的資本は，個人が前の世代（親世代）から，無償で引き継ぐものと考え

　られ，人的資本の世代間における外部性を示している。
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に初期時点の人的資本の値がどの値であって

も，人的資本は蓄積されていくことになる。し

かしながら，
スを考えてみよう。この場合，図４－２が示す

ように，初期時点の人的資本が h~を上回る経済
は成長していくものの，それ以下の経済は，低

下していくことになる。これが，Ａzariadis and

Ｄrazen（1990）の示した貧困の罠（poverty

trap）である。すなわち，初期に貧しい国はい

つまでたっても人的資本の蓄積が進まず，一方

の豊かな国は順調に蓄積が進み，両者の格差が

拡大していく様子をこのモデルは示しているの

である。

　最後にこのモデルから導かれる仮説と実証分

析の関係を確認しておこう。このモデルにおい

て，経済成長の原動力となるのは人的資本の蓄

積（学習時間）であり，それは初期時点の社会

全体の人的資本の水準に依存していた。した

がって，被説明変数を一人当たりＧＤＰ成長率

（ＧＲ），説明変数を初期時点における人的資

において，ｈ０の係数が統計的に有意にプラスで

あるか否かをクロスカントリーデータで検証す

ることが，検定すべき仮説としてあげられる。

図４－１

図４－２
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Ⅲ－１－２　人的資本と内生的技術進歩

　　　　　　（Ｒomer（1990a)）

　ソローモデルにおける技術進歩率は外生的に

決定されるものとして取り扱われていた。そし

て定常状態での一人当たりの生産の成長率は，

この外生的な技術進歩率に等しくなることが示

される。経済学において，ある事象を外生的要

因として取り扱うということは，それは経済的

要因以外のものによって規定されることを意味

している。したがって，経済成長理論において

重要な研究課題である一人当たりの生産の成長

率が，最終的には外生的な技術進歩率になると

いうことは，定常状態における成長は経済学で

は説明できないということを意味していた。

　このような，「経済学の枠組みで分析される

経済成長は，結局，定常状態においては経済学

で説明できない」という一見，皮園的な状況の

下で，Ｒomer（1990a）は，技術進歩は企業の

経済的活動を通じて発生することを示し，その

活動における人的資本の役割を強調した。以下

では，彼のモデルの要点を見ていくことにしよ

う。

　Ｒomer（1990a）は，技術を知識と捉え，具

体的には新しい中間財の設計図と考えた。そし

て，知識は公共財的性質を持つために外部性が

存在することに着目した。すなわち知識はＲ

＆Ｄ活動に従事しているすべての人にとって自

由に利用可能であるとして，Ｒ＆Ｄ部門におけ

る新規の設計図は以下のような生産関数に基づ

いて生産されるとした。

ここで，Ａは現存する知識水準，ＨＡはＲ＆Ｄ活

動に従事している人的資本の水準，δは生産性

を示すパラメータである。この式より，知識の

ける人的資本の水準が高い経済ほど，知識の成

長 率 は 高 く な る こ と が 示 さ れ る 。

　Ｒomer（1990a）は，生産部門を，上記に示

した中間財の設計図を生み出すＲ＆Ｄ部門，中

間財を生産する部門，最終財を生産する部門の

３つに分け，定常状態における消費，生産，資

本ストックの各成長率は，知識の成長率
に等しくなることを示した。この経済において

経済成長の原動力となるのは，中間財の新規設

計図が増えることであり，それはＲ＆Ｄ活動に

従事している人的資本の水準とプラスの関係に

ある。そのため，最終的には人的資本の水準が

経済成長の源泉となることがＲomer（1990a）

では主張されている。12)

　このモデルから導かれる仮説によると，経済

成長の原動力となるのは，人的資本の水準であ

る。したがって，クロスカントリーデータを用

いた仮説検定は，Ａzariadis and Ｄrazen（1990）

と同様に，初期時点の人的資本が，一人当たり

ＧＤＰ成長率に有意にプラスの影響を与えてい

るか否かを検証することになる。

Ⅲ－２　人的資本と経済成長の実証分析

　表３は，人的資本と経済成長の関係を分析し

た代表的な実証研究の推計結果をまとめたもの

である。ここで用いられている人的資本の指標

は，主に2つがあげられる。一つは識字率（lit-

erac rate）であり，これは読み書きのできる人

の比率を示したものである。この変数は，デー

タが広範囲の国で利用可能であったことから，

この分野の初期の研究において広く用いられた。

もう一つは，学校教育の平均年数（Ａverage

years of schooling）である。これは，ある時点

における人々が平均的にどれくらい学校教育を

受けてきたかを示す変数である。このデータ

は，Ｋyriacou（1991），Ｂarro and Ｌee（1993）

によって作成され，近年，人的資本の代理変数

として，広く用いられている。

Ⅲ－２－１　識字率と経済成長

　まず，人的資本に識字率（literacy rate）を用

いた推計結果を見ていこう。Ａzariadis and

Ｄrazen（1990），Ｒomer（1990ｂ）は，ともに初

２）　詳細はＲomer（1990ａ）を参照。

成長率 であり,Ｒ＆Ｄ活動にお
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表３　人的資本水準と経済成長

期時点における識字率が一人当たり所得の成長

にプラスの影響を与えることを示している。更

に，Ｒomer（1990ｂ）では高い識字率は投資を

促進させることが示されている。そして，彼は

この推計結果より，人的資本は投資を通じて経

済成長に影響を与える可能性を示唆した。

　以上より，もし識字率が人的資本の代理変数

と考えられるのであれば，この推計結果は，先

述したモデルで示された人的資本と経済成長の

プラスの関係と整合的なものであるといえよう。

しかしながら，ここで問題となるのは，果たし

て識字率が人的資本を示すのに適当であるかど

うかということである。識字率は，ある時点に

おいて，どれだけの国民が読み書きができるの

かということを示すストック変数であるという

点では，フロー変数である学校就学率より人的

資本として適当であると考えられる。しかしな

がら，Ａzariadis and Ｄrazen（1990）のモデルに

おける人的資本は生産活動における労働者の効

率性であったり，またＲomer（1990ａ）のモデ

ルでは，研究開発部門に投入される労働者で

あった。したがって，読み書き能力を上記のモ

デルにおける人的資本と捉えるのには無理があ

るかもしれない。確かに，読み書き能力は人的

資本の最も基礎的な要素として必要かもしれな

いが，それで十分であるというわけではないで
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図５　所得水準と識字率

あろう。更に，図５が示すように，識字率は所

得が高くなるほど１に近づき，例えばＯＥＣＤ

諸国の間ではほとんど差がない。したがって識

字率は先進国と発展途上国との経済成長の差の

説明には，表3で示されているように有益かも

しれないが，特に先進国間の成長格差の説明に

はそうではないと考えられる。

Ⅲ－２－２　学校教育の平均年数と経済成長

　識字率はストック変数ではあるものの，人々

の読み書き能力のみを反映している点で人的資

本と捉えるには不十分であった。そこで，この

点を考慮して作成されたデータが，学校教育の

平均年数（Ａverage years of schooling）であ

る。例えば，Ｂrro and Ｌee（1993）は，これを

として作成した。13)ここで，ＹＲjは各段階におけ

る学校教育の年数，ＨＳｊは最高学歴がｊ段階の

人々の総人口に占める比率である。このデータ

は，表４で示されているように，性別および教

育段階によって12のカテゴリーに分類される。

大まかにいえば，学校教育の平均年数（Ａvera-

ge years of schooling）とは，ある時点におい

て，対象となる人々が平均的にどれくらい学校

教育を受けてきたかを示す変数であるといえよ

う。

　それでは，このようにして作られた学校教育

平均年数と経済成長はどのような関係にあるの

であろうか。表３を用いて，いくつか実証研究

を見ていくことにしよう。まずＢenhabib and

Ｓpiegel（1994）は，Ｋyriacou（1991）の学校教

育データを用いて，両変数が有意にプラスの関

係にあることを示している。この変数は表４に

示されているＢarro and ＬeeデータのＴＹＲに

13）　学校教育の平均年数に関するその他のデータセットとして，例えばＫyr iacou（1991）がある。このデー

　　タは，各段階の教育の就学率から学校教育の平均年数を推計したものである。詳細については，Ｋyriacou

　　（1991）もしくはＢenhabib and Ｓpiegel（1994）を参照のこと。
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表４　学校教育の平均年数（Ｂarro and Ｌee（1993)）

相当するものである。彼らは，人的資本は

Ｒomer（1990）等が示した内生的技術進歩にプ

ラスの影響を与えると同時に，技術的に進んだ

国から高度な技術水準を吸収・適用することを

促進するという仮説を提示し，この推計結果か

ら，人的資本の経済成長における役割を強調し

ている。

　一方，Ｂarro and Ｌee（1994）は，学校教育を

表4で分割されているように詳細に分類し，各

変数の経済成長に与える影響を検証した結果，

驚くべき結果を示した。すなわち彼らは，学校

教育でも経済成長と有意にプラスの関係にある

のは，男性の中学校・高校教育の平均年数（Ｓ

ＹＲＭ）であり，女性の中学校・高校教育の平

均年数(ＳＹＲＦ)は逆に有意にマイナスの関係

となる結果を得たのである。彼らはこの理由に

ついて，低いＳＹＲＦは経済が遅れていること

を意味し，経済成長における一種の収束効果を

通じて，より高い経済成長が実現されたという

可能性を指摘している。14)また，Ｐerotti(1996)

が示しているように，経済成長の期間や，コン

トロールする変数が異なった場合でも，このよ

うな傾向は見られている。

　一方，小学校における教育年数や，大学以上

における教育年数に関しては，性別に関係な

く，相対的に中学・高校教育ほど経済成長に有

意な影響を与えていないことが，例えば，

Ｂarro and Ｌee（1994）やＢarro and Ｓala-i-

Ｍartin(1995)で示されている。ここで特に，

表３のＢarro and Ｌee（1994）の実証結果が示す

ように，大学以上における教育年数が経済成長

に有意でなかったことは留意すべきであろう。

なぜならば，Ｒomer（1990ａ）等による内生的

技術進歩モデルの示す理論的仮説では，Ｒ＆Ｄ

活動に従事する労働者が多い経済は，より多く

の新製品が開発されるので，それが経済成長の

原動力となっていた。したがって，一般に，Ｒ

＆Ｄ活動は高度な知識や技量が必要であること

を考慮すると，大学以上の教育が経済成長に影

響を与えていないという実証結果は，内生的成

長モデルを否定する結果となっている。15 )な

お，このような大学教育と経済成長の関係につ

いては，次節で再び取り上げることにする。

14）　Ｂarro and  Ｌee（1994）のコメントをしているＳ tokey（1994）は，この現象について，ＳＹＲＦが単に東

　　アジアの高成長国（シンガポール，台湾，韓国，香港）を，東アジアダミー変数のように，拾い上げてい

　　ることを指摘し，ＳＹＲＭとＳＹＲＦの相関が非常に高い事実より，ＳＹＲＦを回帰式に含めるべきでは

　　ないことを指摘している。

15）　Ｂarro and Ｌee（1994）はサンプル国を，「初期時点における所得がメディアンより高い国」や「先進21

　　カ国」のように，相対的に技術が発達し，経済におけるＲ＆Ｄ活動の役割が大きいと考えられる国々に限

　　定した場合でも，大学以上の学校教育は経済成長に有意な影響を与えていないことを示している。
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Ⅳ．人的資本の質と経済成長：政府教育支出,

　　　　　学生－教師比率，テストスコア

　前節では，これまでの経済成長に関する実証

研究において，識字率や学校教育年数で測られ

る人的資本と一人当たり所得の経済成長は，い

くつかの問題点が残されたものの，概ね正の関

係にあることを示した。

　しかしながら，識字率や学校教育年数は，あ

くまでも人的資本の代理変数であることに注意

しなくてはならない。先述したように，識字率

は「国民のなかでどれくらいの人々が読み書き

能力を持っているか」というきわめて基礎的な

能力を示すにすぎない。また学校教育年数は

「国民がどれだけの年数の学校教育を受けてき

たのか」を示すものであり，初等教育（小学校

レベル），中等教育（中学・高校レベル），高等

教育（大学以上レベル）という各段階での年数

が利用可能ではあるが，それらはあくまでも教

育の年数という，いわば「教育の量」に焦点を

当てたものであり，「教育の質」を考慮したも

のではない。同じ教育年数を受けていたとして

も，その内容が異なるために経済成長に与える

影響が異なることは十分に予想されよう。

　それでは，教育の質を表す指標として適切な

のは，どのような変数であろうか。

　ここで，教育の質というデータが量的ではな

く質的なものであるために，直接，測定するこ

とができないということと，たとえそれをある

変数で捉えたとしても，クロスカントリーで回

帰分析をするためには，多くの国において利用

可能でなければならないという問題が直面する。

これらの問題があるものの，これまでの実証研

究では，当初，人的資本の質を示す変数とし

て，政府教育支出および学生一教師比率が用い

られてきた。また近年，Ｈanushek and Ｋim

（1995）は，国際的に行われている中等教育段

階の学生による数学，科学のテストスコアを人

的資本の質を表す指標として，テストスコアと

経済成長の関係を分析している。

　以下では，クロスカントリー分析における政

府教育支出，学生一教師比率テストスコアの

３つの人的資本の質を表す変数と経済成長との

関係を分析した研究を概観していくことにしよ

う。

Ⅳ－１　政府教育支出と経済成長

　人的資本の質をあらわし，現段階で多くの

国々で利用可能である変数の一つとして，崖ず

政府教育支出をあげることができよう。これは

具体的には，ＧＤＰに占める政府教育支出の割

合として用いられることが多い。政府教育支出

は，建物・教育施設など教育に必要な設備，教

員など教育に携わる人々の数，また教育に携

わる人々の努力水準などを増加させることに

よって，学校教育の質を上昇させると考えらよ

う。16）したがって，政府教育支出が多い経済は，

より高い質の学校教育を提供することを通じ

て，人的資本の質を高め，経済成長にプラスの

効果を与えることが予想される。そこで以下で

は，政府教育支出と経済成長の関係を分析した

実証研究の結果を検討していこう。

Ⅳ－１－１　総政府教育支出と経済成長

　表５は，いくつかの政府教育支出と経済成長

16）　例えば，Ｓhapiro and Ｓtiglitz（1984）で示されたように，教員の生徒に対する教育活動という労働が，

　 学校管理者にとってモニターするのが難しい場合，教員にはその労働に対して怠けるというインセンティ

　 ブが存在するかもしれない。教員に対する賃金の上昇はそれを阻むものである。
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表５　総政府教育支出と経済成長

に関する実証研究の結果を整理したものである。

この表から，政府教育支出が経済成長に与える

影響はプラスではあるが，その統計的有意性は

各研究によって様々であることが確認される。

例えば，Ｅasterly and Ｒebelo（1993），Ｂarro

（1996），Ｇalor and Ｚang（1997）等の研究は，

政府教育支出が経済成長に，（ｔ値が２付近で

ある意味で）限界的にではあるものの，有意に

プラスの関係があるという結果を得ている。17）

　一方，Ｈanushek and Ｋim（1995），Ｐerotti

（1996）では，その係数はプラスであるものの

有意ではない結果が得られている。さらに，福

田，神谷，外谷（1995）は，政府教育支出と経

済成長の関係は，東アジア諸国においてのみ

有意にプラスであり，それ以外の国では，逆

に有意にマイナスな関係となることを示してい

る。18)

　ここで注意すべきことは，表５におけるどの

研究も，政府教育支出が経済成長に与える影響

を検討する際に，それの総支出を用いている点

である。しかしながら政府教育支出も，前節に

おけるＢarro and Ｌee（1993）の学校教育年数と

17）　しかしながら Ｅasterly and Ｒebelo（1993）および Ｇalor and Ｚang（1997）では，他の説明変数を回帰

　 式に加えると，政府教育支出の経済成長に与えるプラスの有意性が失われ，その関係は頑健ではないこと

　 が示されている。特に，Ｅasterly and Ｒebelo（1993）ではこの事実より政府投資支出の中で経済成長に影

　 響を与えるのは，輸送伝達への支出（Expenditure on Transportation and Communication）だけであるこ

　 とを述べている。

1 8 ）　福田，神谷，外谷（1 9 9 5 ）における東アジア諸国とは，香港インドネシア，日本，韓国，マレーシ

　 ア，フィリピン，台湾，タイ，シンガポールの９カ国である。
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同様に，初等教育（小学校），中等教育（中・高

校），高等教育（大学以上）の各段階への支出に

分けて考えることができよう。特に，Ｗorld

Ｂank（1993），福田，神谷，外谷（1995）等は，

その他の地域にくらべて，東アジアの国々では

初等・中等教育への政府教育支出が大きかった

ことを，東アジア諸国において実現した高い経

済成長の要因の一つとしてあげている。そこで

次に，各段階ごとの政府教育支出と経済成長の

関係を検討した外谷（1995）（1997）の結果を見

ていくことにしよう。

Ⅳ－１－２　各段階ごとの政府教育支出と経済

　　　　　　 成長

　表６は政府教育支出を，初等・中等教育（小

・中・高校）段階と高等教育（大学以上）段階

への支出に分割し，各段階の支出と経済成長の

関係をまとめたものである。この表より，政府

教育支出の経済成長に与える影響は，各段階に

より顕著に異なることがわかる。すなわち，初

等・中等教育（以下では基礎教育と呼ぶことに

する）段階への政府教育支出は，すべてプラス

で統計的に有意である。一方，高等教育段階へ

の支出の係数は，すべてマイナスであり，ほと

んどのケースで有意である。なお図６は外谷

（1997）で得られた，全要素生産性の成長率

（ＴＦＰＧＲ）と基礎教育支出（ＢＥ6570）お

よび高等教育支出（ＨＥ6570）の関係を図示し

たものである。

　これらの結果は，表５において総政府教育支

出の経済成長に与える影響が頑健的ではなかっ

た原因の一部を説明しているといえよう。つま

り，政府教育支出を「総支出」で見た場合，そ

の効果はプラスである基礎教育への支出と，マ

イナスである高等教育への支出の両方の効果を

含むことになるためである。それでは，政府教

育支出の経済成長に与える影響が，基礎教育へ

の支出と高等教育への支出で異なる理由とし

て，どのようなことが考えられるであろうか。

　まず，経済成長と正の関係にあった基礎教育

への支出について考えてみよう。ここで，基礎

教育とは小・中・高等学校における教育であ

る。これらの段階における教育は，先に見てき

たように，例えば，Ｍankiw，Ｒomer and Ｗeil

（1992），Ｂarro（1991），Ｌevine and Ｒenelt

（1992）等が就学率に関して，またＢarro and

Ｌee（1994），Ｐerot t i（1996）等が学校教育年数

について，経済成長とプラスの関係にあること

が指摘されている。したがって，小・中・高等

学校への教育支出は，先述したように，教育に

表６　各段階ごとの政府教育支出と経済成長
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図６　各段階ごとの政府教育支出と技術進歩

必要な設備の拡張・改善教員の人数の増加な

どを通じて，学校教育の質を上昇させ，経済成

長にプラスの影響を与えてきたと考えらよう。

　一方，経済成長と負の関係にあった高等教育

への支出についてはどうであろうか。この段階

における教育の平均年数と経済成長は，例え

Ｂarro and Ｌee（1994）で示されているように，

有意な関係が得られていない。ここで，Ｒomer

（1990ａ），Ｇrossman and Ｈelpman（1991）等

の「高い人的資本を持つ労働者が多い経済は，

Ｒ＆Ｄ部門への労働者の増加をもたらし，より

Ｒ＆Ｄ部門が活発化して経済成長が促進され



クロスカントリーにおける人的資本と経済成長の実証分析：展望

- 19 -

る」という内生的技術進歩の理論的仮説を振り

返ってみよう。もし，これらの仮説が正しいと

すれば，大学教育年数の大きい国におげる経済

成長は高くなるはずである。なぜならば，より

多くの国民が大学教育を受けていることは，よ

り高い人的資本水準をもたらすと考えられるか

らである。しかしながら，Ｂarro and Ｌee(1994)

の結果のように，現実には必ずしもこのような

傾向が見られてはいない。19)

　ここで，このような理論と現実のギャップを

どのように解釈することができるかを考えてみ

よう。まず，「高度な人的資本はそれほど経済

成長にとって重要ではない」という見方がで

きるかもしれない。これは，例えばＮelson and

Ｐhelps（1966）が提示したモデルのように，特

に発展途上国のように，Ｒ＆Ｄ活動を行い技術

の最先端を行く先進諸国の技術を，吸収あるい

は模倣し，適用していく場合に当てはまると考

えられる。20)しかしながら，このモデルでは，

大学教育が経済成長に有意な影響を与えないこ

とは示せても，大学教育への政府支出が経済成

長に有意にマイナスの効果をもたらすというこ

とは説明できない。

　そこで，次のような見方を考えてみよう。す

なわちr高度な人的資本は経済成長にとって重

要ではあるが，大学教育が必ずしも経済成長に

重要な役割を果たす人的資本の蓄積につながる

わけではない」という考えである。よく知られ

ているように，大学教育はそれを受けること自

体が，他人に自分は有能であるということを示

すシグナル（学歴効果）として機能する考え方

がある（Ｓpence（1973)）。21)

　ここで，この考え方を経済成長に用いた外谷

（1995）の議論を紹介しよう。政府による大学

への教育支出が，多くの人々がシグナルとして

の大学教育を受けることを可能にするのであれ

ば，過大な政府教育支出は，本来，大学教育を

受けない生産能力の低い人々まで学歴を得るこ

とになる。そのため，企業は高等教育の学歴に

よって，生産能力の低い労働者の参入を阻止で

きなくなり，雇用される労働者の平均的な生産

能力は低下していくことになる。さらに，労働

者の平均的な生産能力と生産工程におけるノウ

ハウの蓄積にプラスの関係があると，政府教育

支出の増加はノウハウの蓄積を鈍化させること

になり，その結果，経済成長が停滞することに

なる。したがって，政府高等教育支出と経済成

長の関係はマイナスになる。

　また外谷（1995)(1997)では，Ｂarro and

Ｌee（1994）では有意ではなかった大学教育の

平均年数と経済成長の関係も，国による政府教

育支出の影響を考慮すると，正で有意な関係が

得られることから，上記の政府高等教育支出の

効果をコントロールすれば，Ｒomer（1990ａ），

Ｇrossman and Ｈelpman（1991）等の内生的技

術進歩の仮説と整合的であることを示している。

　以上を整理すると，これまでの議論で，人的

資本の質を表すと考えられる政府教育支出は，

それがどの段階への支出であるかということに

注意する必要があることを述べてきた。すなわ

ち，小・中・高等学校の基礎的教育への支出

は，人的資本の質とプラスの関係にあると考え

られるが，大学以上の高等教育への支出は，必

ずしもプラスの関係ではなく，むしろ支出の度

19）　Ｊones（1995）も，戦後のアメリカ，日本，フランス，ドイツにおいて，Ｒ＆Ｄ部門の科学者やエンジニ

　 アの人数は急増しているのに比べて，ＴＦＰでみた技術進歩率はほとんど変化していないことより，

　 Ｒomer（1990ａ），Ｇrossman　and　Ｈelpman（1991）等に代表されるR&D活動に基づいた内生的経済成長

　 モデルに懐疑的な見解を示している。

20）　Ｂenhabib　and　Ｓpiegel（1994）はＮelson　and　Ｐhelps（1966）のモデルに基づき，クロスカントリーデー

　 タを用いた実証分析をした結果，Ｎelson　and　Ｐhelps（1966）を支持する結果を得ている。

21）　国民生活白書（昭和５６年度，ｐ123）によると，高校生の大学進学動機のなかで「希望する職業に就く

　 のに学歴や資格が必要だと思ったから」という意見は過半数を占めており，現代の若者が学歴や資格取得

　 という役割を高等教育に強く認めていることを示している。
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合いが大きい場合にはマイナスとなる可能性を

示唆してきた。

Ⅳ－２　学生－教師比率，テストスコアと経済

　　　　成長

　次に，人的資本の質として用いられている学

生－教師比率および国際テストによるテストス

コアと経済成長の関係を分析した研究を見てい

くことにしよう。表７は，いくつかの学生－教

師比率，テストスコアと経済成長に関する実証

研究の結果を整理したものである。

　まず学生－教師比率から見ていくことにしよ

う。この値が大きいことは，教師一人当たりの

学生数が大きいので，教育の質は低下すると考

えられる。したがって，学生－教師比率と経済

成長の予想される関係はマイナスとなる。表７

のＢarro（1991），Ｈanushek and Ｋim（1995）

は，初等教育の学生－教師比率はこのような傾

向が見られることを示している。しかしなが

ら，中等教育については，経済成長に与える影

響が統計的に有意でないばかりか，推定された

係数はどちらもプラスとなっている。これらの

結果の一つの解釈としては，未熟な段階である

初等教育（小学校）段階の学生にとって，学校

生活における教師の影響が大きいことを反映し

た結果といえるかもしれない。しかしながら，

この変数が人的資本の質を示す変数として，不

十分であることは否めないであろう。

　次に，人的資本の質としてテストスコアを用

いたＨanushek and Ｋim（1995）の研究を見て

いこう。彼らは，中等教育段階の学生に対して

行われた国際比較テストより，特に数学と科学

のテストスコアを人的資本の質を表す変数とし

て用いた。22）まず，様々な時点，サンプル国にお

表７　学生－教師比率，テストスコアと経済成長

22）　国際テストスコアデータの詳細については，Ｈanushek and Ｋim（1995）を参照されたい。
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けるテストスコアを比較できるように修正した

テストスコア（ＱＬ１）と経済成長は，統計的

に有意なプラスの関係にあることが示されてい

る。23)またこの結果は，他の説明変数を回帰式

に加えても，その結果が変わらないことから，

テストスコアの経済成長に与える影響はプラス

で頑健であることを示している。

　更に，Ｈanushek and Ｋim（1995）は，就学

率，学校教育年数，政府教育支出，人口成長

率，地域ダミーから人的資本の質の推計値（Ｑ

Ｌ１＊）を導出している。24)そしてＱＬ１＊と経

済成長の関係についても，テストスコア（ＱＬ

１）と同様に正の関係にある結果を得ている。

またＱＬ１＊を回帰式に加えると，従来，人的

資本の代理変数として用いられているＢarro

and Ｌee（1993）の学校教育平均年数（ＨＵＭＡ

Ｎ）の統計的有意性が低下することから，彼ら

は量的よりも質的な人的資本の経済成長に与え

る重要性を指摘している。

　Ｈanushek and Ｋim（1995）で行われた人的

資本の質の推計は，これまでクロスカントリー

の実証分析においてデータの制約上，ほとんど

考慮されていなかった経済成長における人的資

本の質的効果を検証する点で，非常に興味深い。

しかしながら，人的資本の質と経済成長の実証

研究は，近年始まったにすぎない。25)今後必要

とされる研究は，経済成長に影響を与える変数

として，どの変数が人的資本の質として適切な

のかということや，何が人的資本の質に影響を

与えるのかという議論であろう。26)これらのこ

とが明らかにされると，人的資本の質の側面よ

り，経済成長に効果をもたらす政策などの有益

な議論が可能になるであろう。

Ⅴ．人的資本の蓄積から経済成長に影響を与える

いくつかの要因：貿易，所得分配，人口成長

　これまで，クロスカントリーデータに基づい

て人的資本と経済成長の関係を分析した実証研

究において，就学率，学校教育年数，政府教育

支出，テストスコアなど，人的資本の代理変数

と考えられる様々な変数は，経済成長にプラス

の効果があることを見てきた。

　ところで，このように人的資本が経済成長に

影響を与えることが認識される一方で，近年で

は，人的資本の蓄積を通じて経済成長に影響を

与える要因の分析が勢力的に行われている。そ

れらには幾つかの要因が考えられるが，例え

ば，表８に示しているように，貿易所得分

配，人口成長などをあげることができよう。そ

こでこの節では，人的資本の蓄積に影響を与え

ると考えられる要因として上記3つに焦点をあ

てて，各要因が経済成長とどのような関係にあ

るのかを，特に実証研究を中心に概観していく

ことにする。

23）　ＱＬ１のデータ自体は回帰式のサンプル国100カ国に対して，39カ国しかないために，彼らはデータの

　 ない国は切片ダミー（ＴＥＳＴ）で対処している。

24）　ＱＬ１が利用可能でない国も，この推計による推定値を用いることで，サンプル国はＱＬ１の39カ国か

　 ら約80カ国まで，人的資本の質のデータが利用可能となっている。

25）　Ｂarro and Ｌee（1996）も，近年，人的資本の質のデータの作成を試みている。

26）　Ｈanushek and Ｋ im（1995）では，数学と科学のテストスコアが人的資本の質を表す重要な変数として扱

　 われているが，当然，その他の能力も人的資本の質として考えられるであろう。例えば，Ｈa i l  and Ｊones

　 （1996）は経済発展における，英語やフランス語などの国際的な言語で伝達することができる能力の重要

　 性を指摘している。
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貿 易

所得分配 → 人的資本の蓄積 → 経済成長

人口成長

表８　人的資本を通じて経済成長に影響を与えるいくつかの要因

表９　貿易と経済成長

Ⅴ－１　貿易と経済成長

　まず人的資本の蓄積を通じて，貿易が経済成

長に与える影響を見ていくことにしよう。貿易

を行うことは，新しい製品を使うことや他の地

域の人々との交流につながり，新しい，もしく

は異なった技術・知識などを学ぶことになると

考えられる。また，貿易それ自体が国際的競争

を通じて，より効率的な生産を行うインセン

ティブとなったり，そのことが，生産を通じた

leami ng-b y-doingによる労働能力の向上を

促すことになるかもしれない。これらのこと

は，一般に人的資本を増大させると考えられよ

う。27)したがって，貿易活動が活発な国の経済

成長は，以上の人的資本ルートを通じて，高く

なることが予想される。

　表９は，各国の貿易の度合いを示す変数と経
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済成長の関係を検証したいくつかの実証研究の

結果を整理したものである。まず，貿易の度合

いを輸出で捉えたものとして，Ｐa c k  a n d

Ｐage（1994）は，特に工業製品の輸出が経済成

長とプラスの関係にあることを示している。ま

た，Ｆukuda and Ｔoya（1995）は，輸出でも，

原材料が主要な輸出品目である経済では，輸出

と経済成長の関係は統計的に有意なマイナスの

関係となることを示している。したがって，こ

れらの実証結果は，輸出の中でも，特に人的資

本など相対的に高度なスキルを要する工業製

品などの輸出が，国際的競争や生産を通じた

leaming-by-doingにより，より高い経済成長

を達成することを示すものである。

　一方，貿易の度合いを機械設備の輸入で測っ

たＲomer（1993）は，発展途上国のサンプルを

用いたクロスカントリー回帰分析より，外国か

らどれだけ技術の導入を行っているかを示す機

械設備の輸入（ＥＭ／Ｙ）と，それを活用する

能力を示す中等教育就学率（ＳＣ）の積が経済

成長にプラスの効果をもたらすことを示した。

この結果より，Ｒomerは，途上国の経済成長に

とって，先進国で既に利用されている新たな経

済価値を生み出すアイディアを知ること（論文

ではIdea gapsと呼ばれている）が，途上国に

おいて物的な資本設備を整備すること（Ｏbject

gapと呼ばれている）よりも重要な役割を果た

すことを指摘している。

　経済成長における輸入の役割に関して，Ｃoe，

Ｈelpman and Ｈoffmaister（1995）は，技術水準

を示すＴＦＰ（全要素生産性）が，先進国から

どれだけ輸入をしているか(表９の△ＥＭod)

ということと，どの先進国から輸入しているの

か(表９のＧＲＲＤod)という２つの要因からプ

ラスの影響を受けることを，途上国のサンプル

を用いて示している。すなわち，彼らは先進国

の中でも相対的により多くのＲ＆Ｄ資本ストッ

クを持つ国から多く輸入を行っている途上国ほ

ど，そこから多くの知識や有益な情報を学ぶこ

とができるため，人的資本水準が高まり，経済

成長が促進されることを指摘している。

　一方，Ｓachs and Ｗamer（1997）は，貿易

の度合いを示す変数として，その国がサンプル

期間においてどの程度，経済を開放していたか

（ＯＰＥＮ6590）および，海に容易にアクセス

することができるか（Landlocked）という２つ

の変数を用いて，両変数とも，経済成長に統計

的に有意な効果がある結果を得た。すなわち，

彼らの結果は，より経済を開放している国ほ

ど，また海に容易にアクセスできる国ほど，経

済成長は促進されることを示すものである。

Ⅴ－２　所得分配と経済成長

　次に所得分配が人的資本の蓄積を通じて，

経済成長に与える影響を見ていくことにしよ

う。28）ここで貧しい人と豊かな人が混在するよ

うな，所得分配が不平等である経済を考えてみ

よう。もし個人が借り入れ制約に直面している

場合，貧しい人は自己資金がないために，特に

自分の子供への教育投資が不可能になると考え

られる。29）更に，個人の人的資本水準が，社会全

体の人的資本水準に影響を受けるという人的資

本の外部性を考慮すると，一部の豊かな人々だ

けが教育投資を行うことができるような経済で

は，結局，社会全体の人的資本が増加しないこ

とになる。したがって，長期的にはたとえ初期

時点において平均的な所得水準が同じ経済で

あっても，所得分配がより平等な経済の方が，

27）　これらの見解を示すモデルとしては，例えば，Ｒ i ve r a-Ｂa t i z  and  Ｒomer（1991），Ｇ r ossman  and

　　Ｈelpman（1991），Ｃoe，Ｈelpman and Ｈoffmaister（1995）を参照のこと。

28）　この他に，政治的ルートを通じて所得分配が経済成長に影響を与えるという有力な考え方もある。例え

　ば，Ｐerotti（1993），Ａlesina and Ｒodrik（1994），Ｐersson and Ｔabellini（1994）を参照のこと。

29）　借り入れ制約が人的資本への投資に与える影響を強調している研究として，例えばＤe Ｇregorio（1996）

　がある。彼は，借り入れ制約は人的資本への投資を低下させることを通じて，経済成長にマイナスの影響

　をもたらすことのモデル・実証分析を行っている。
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表10　所得分配と経済成長

経済が発展していくことになる。30)

　表10は，各国の所得分配を示す変数と経済成

長の関係を検証したいくつかの実証研究の結果

を整理したものである。クロスカントリーの実

証研究では，所得分配の変数は，低・中所得者

層の全体に占める所得のシェア（表10のＭＩ

Ｄ，ＢＯＴ60 )や，ジニ係数(ＧＩＮＩ)が，

国際比較のデータが利用可能なため，広く用い

られている。Ｐerotti（1996）は初期時点におけ

る中間所得者の所得のシェアが大きい経済ほ

ど，以降の経済成長が高くなる結果を得てい凱

またＧalor and Ｚang（1997）は，所得分配の変

数として，初期時点において所得の不平等性を

表すジニ係数と，低・中所得者層の全体に占め

る所得のシェアの２変数を用いている。彼らの

実証分析は，所得の不平等が小さい経済ほど，

また中・低所得者の所得シェアが大きい経済ほ

ど，以降の経済成長が促進されることを示す結

果となっている。

　これらの実証結果はいずれも，Ｇalor-Ｚeira

（1993），Ｐerotti（1993）等による，より平等な

所得分配が人的資本蓄積のルートを通じて経済

成長にプラスの影響を与えるという理論的仮説

を支持する結果となっている。

Ⅴ－３　人口成長と経済成長

　最後に人口成長が人的資本の蓄積を通じて，

経済成長に与える影響を見ていくことにしよう。

ところで，人口成長と経済成長の関係は，特に

人的資本の役割を強調していないソローモデル

や最適成長モデル，ＯＬＧモデルにおいて一般

にマイナスであることが知られている。31)また

人的資本の役割を強調したＢecker，Ｍurphy

and Ｔamura（1990）のモデルにおいても，経済

成長と人口成長（子供の数）は，マイナスの関

係になることが示されている。

　しかしながら，人口成長が低下すると常に経

済成長は高くなるのであろうか？例えば，先進

国では近年，出生率の低下が著しく，若い世代

の人口が急激に低下していることが，大きな問

題として議論されている。ここで，経済成長と

人口成長がマイナスの関係となる上記のモデル

によれば，先進国における急激な人口成長率の

低下は問題がないばかりかむしろ，経済成長が

高くなる意味で望ましいとも考えられる。

　以上の先進諸国における急激な人口成長の低

下を問題意識として，Ｈashimoto，Ｍorita，

Ｓakuragawa and Ｔoya（1997）は，人的資本の

30）　これらの見解を示すモデルとしては，例えば，Ｇalor-Ｚeira（1993），Ｇalor and Ｚang（1997）を参照のこ

　と。

31）　例えば，標準的なマクロの教科書であるＢ lanchard and Ｆ ischer（1989），Ｒomer（1996）を参照のこと。
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表11　人口成長と経済成長

蓄積を行う主体は，若い世代の人々であること

に注目し，人口成長の低下は経済成長の低下を

もたらすモデルを提示した。彼らのモデルによ

ると，人口成長が低く相対的に若い世代の労働

者が少ないような経済では，若い世代の人々の

人的資本を蓄積するインセンティブは小さくな

る。なぜならば，若年世代の労働力と老年世代

の労働力がともに補完的関係にある場合，若い

世代の労働者が少ないときには彼らの労働から

得られる賃金は高い水準にあり，限られた時間

を人的資本への蓄積か労働かに振り分ける選択

を持つ若い人々は，労働を選択するインセン

ティブを強く持つためである。また，Ｓriniva-

san and Ｒobinson（1997）も労働者の成長が人

的資本の成長と正の関係となる可能性を示唆し

ている。

　以上のように，人口成長と経済成長の関係は

理論モデルでは，正でも負でもあり得る結果と

なっている。それでは，現実のデータはどのよ

うな関係を示しているのであろうか。表11は，

人口成長およびそれに関連する変数と経済成長

の関係を検証したいくつかの実証研究の結果を

整理したものである。Ｂarro（1991）は，出生率

と経済成長の関係が統計的に有意にマイナスの

関係にあることを示している。また，Ｌevine

and Ｒenelt（1992）は，人口成長率と経済成長

の関係はマイナスであるが，両者の関係は，そ

れほど強く統計的に有意ではない。しかしなが

ら，人口を労働人口に限定したＧalo r  a n d

Ｚang（1997）においては，労働人口の成長率と

経済成長との間には，統計的に有意なマイナス

の関係が得られないばかりか，有意ではないも

ののプラスの関係が得られている。これらの結

果から，人口が成長している経済でも，特に子

供が多く増加している経済では，Ｂecker，

Ｍurphy and Ｔamura（1990）等が提示したモデ

ルのように，経済成長は停滞する傾向にあると

考えられよう。

　しかしながら，人口成長と経済成長のプラ

スの関係を指摘するＳrinivasan and Ｒobinson
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（1997）やＨashimoto et a1.（1997）における人

口は，労働人口が重要な役割を果たしているこ

とに注意する必要がある。ここで，人口成長や

出生率がこの効果を発揮するためには，子供が

労働者となるのに少なくとも20年程度かかるこ

とを考慮すれぱ，Barro（1991），Levine and

Ｒenelt（1992）のサンプル期間が短いことは否

定できないであろう。32）

　上記の問題を解決する一つの方法は，できる

だけ長期におけるサンプルで，両変数の関係を

推計することである。データのサンプル数は，

利用可能性より少なくなるものの，Ｈashimoto

et al.（1997）は，先進16カ国の約60年間におけ

るデータを用いて，人口成長と経済成長の関係

を推計した結果，プラスの関係を得ている。33）

　またもう一つの方法は，20，30年間というサ

ンプル期間が短い場合において，説明変数に出

生率を加えて，子供の数をコントロールするこ

とであろう。Ｇalor and Ｚang（1997）は，出生

率をコントロールしていなかった場合には，労

働人口の成長率と経済成長の関係はプラスでは

あるが統計的に有意ではないのが，出生率を説

明変数に加えてコントロールしたことにより，

両変数の関係が統計的に有意な正の関係となる

結果を報告している。またＨashimoto et al.

（1997）も，出生率をコントロールすると，労

働人口の成長率および労働市場に相対的にどれ

だけ若い労働者がいるのか（ＹＧ）という変数

が，経済成長とプラスの関係にあることを示し

ている。これらの結果は，人口成長が労働人口

の成長となり，人的資本の蓄積にプラスの影響

を与えることを主張するＳri n i v a s a n  a n d

Ｒobinson（1997），Ｈash imoto et a1 .（1997）を

支持する一つの結果といえよう。

Ⅵ．おわりに

　本稿では，各国における経済成長の相違が何

故生じるのかという問題意識の下，近年，活発

な研究が行われている内生的成長に関する研究

の中で，特に人的資本の役割を重視したクロス

カントリーの幾つかの実証研究を展望してきた。

　この分野における多くの初期の研究は，フ

ロー変数である「学校教育就学率」を主に人的

資本の代理変数として用い，一人当たり実質Ｇ

ＤＰ成長率と正の関係にあるか否かを検証し，

多くの実証研究が統計的に有意な正の関係にあ

ることを指摘してきた。しかしながら，人的資

本は本来，フローではなくストック変数である

ことと，人的資本のデータが整備されてくるに

したがい，以降の研究において人的資本の代理

変数として「学校教育の平均年数」が用いられ

るようになり，特に男性の中等教育の平均年数

が経済成長にプラスの関係を与えることが，多

くの研究で指摘されていることを見てきた。ま

た，近年では，主に人的資本の量を示す学校教

育年数に加え，その質を示す幾つかの変数が人

的資本の代理変数として注目されており，本稿

では人的資本の質を示す変数として，特に政府

教育支出，学生－教師比率およびテストスコア

の3変数を取り上げ，幾つかの研究における実

証結果を展望してきた。更に，人的資本を通じ

て経済成長に影響を与える要因として「貿易」，

「所得分配」，「人口成長」の3つを取り上げ，

各要因と経済成長との関係についての幾つかの

32）　例えば，Ｌevine and Ｒenelt（1992）のサンプル期間（1960-89）において，労働者となる可能性がある人

　　口は，1960年から70年の間に生まれた人に限られることになる。

33）　Ｈashimoto et al.（1997）は，1930-88年の人口成長率のかわりに，1930-60年のデータ（すなわち1980年

　　代には労働年齢に達している人々）を用いると，推計された係数の絶対値は低下するものの，その統計的

　　有意性は強くなる結果を得ている（係数：0.161，ｔ値2.643，表11のＧＰの推計値と比較せよ)。



クロスカントリーにおける人的資本と経済成長の実証分析：展望

- 27 -

研究を見てきた。

　最後に，人的資本と経済成長に関する実証研

究について考えられる幾つかの課題を挙げてお

くことにしよう。まず，これまでの研究では，

本稿で見てきたように，主に学校教育において

測られた人的資本の量的，質的変数は経済成長

に影響を与えることが確認されてきた。しかし

ながら，少なくとも理論モデルにおける人的資

本は，学校教育においてのみ身につけられるも

のではない。例えば，生産活動を行いながら身

につけていく生産知識（Ｌearning-by-Ｄoing）

や職場の中で身につける技術（Ｏn-the-Ｊob-Ｔr-

aining）など，主に就業活動においても蓄積さ

れるものであると考えられよう。国際間の比較

という観点からデータの利用可能性に制約があ

るものの，今後は，学校教育以外のより広範囲

における人的資本の経済成長に与える影響役

割の分析も必要であると思われる。

　また，Ⅲ節で見てきたように，学校教育年数

の経済成長に与える影響が男女の間で著しく異

なることも解かれるべき問題として挙げること

ができよう。これは，学校教育が学習を通じて

人々の理解能力を高めるという直接的なルート

からでは十分な説明ができるものではないと考

えられる。この点に関しては，例えば，教育等

の人的資本水準が出生率などに影響を与えて経

済成長に効果を与えるなどの，間接的な経路を

考慮した分析が必要であろう。
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